
規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
四
年
七
月
二
十
九
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
六
十
七
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



別記様式第二十七号 
 

法人税・法人の事業税・特別法人事業税 
の申告書の提出期限の延長等の通知書 

年  月  日  

   

都
道
府
県

 知事 様 

埼玉県   県税事務所長 □印   
 

 地方税法第５３条第６１項の規定による法人税に係る確定申告書の提出期限の延

長の処分等の届出及び同法第７２条の２５
第３項
第５項

（同法第７２条の２８第２項又は

第７２条の２９第２項において準用する場合を含む。）の規定（特別法人事業税及び

特別法人事業譲与税に関する法律第８条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例

によることとされている場合を含む。）による法人の事業税・特別法人事業税の確定

申告書の提出期限の延長の承認等について、次のとおり通知します。 

主たる事務所又は 

事 業 所 の 所 在 地 
  

法 人 名   

貴都道府県内の事務 

所又は事業所の所在地 
  

法 人 番 号   

     
年  月  日から
年  月  日まで

の事業年

度分から法人税の確定申告書の提出期限

の延長については、 

下記のとおり延長の処分があつた。 

下記のとおり指定があつた。 

下記のとおり指定に係る月数が変更さ

れた。 

指定が取り消された。 

その延長の処分が取り消された。 

その適用を受けることをやめた。 

下記のとおり延長又は指定があつたも

のとみなされた。 

記 

（確定申告書の提出期限の延長期間） 

月間 

（指定を受けた月数） 

月間 

（変更後の指定に係る月数） 

月間 

     
年  月  日から
年  月  日まで

の事業年

度分から法人の事業税・特別法人事業税

の確定申告書の提出期限の延長について

は、 

下記のとおり承認した。 

下記のとおり指定した。 

下記のとおり指定に係る月数を変更し

た。 

指定を取り消した。 

その承認を取り消した。 

その適用を受けることをやめた。 

記 

（確定申告書の提出期限の延長期間） 

月間 

（指定する月数） 

月間 

（変更後の指定に係る月数） 

月間 

 

 

 



  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

別
記
様
式
第
二
十
八
号
及
び
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

                        

を
削
り
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
二
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
、 

 

「
そ
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
を
や
め
た

 

下
記
の
と
お
り
延
長
又
は
指
定
が
あ

 

「
（
当
該
法
人
が
連
結
親
法
人
で
あ
る
場
合
は
連
結
確
定
申
告
書
、
当
該
法
人
が
連
結
子
法
人
で

 

あ
る
場
合
は
当
該
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
連
結
親
法
人
の
連
結
確
定
申
告
書
）
」

 

係
る

 
 

 
 

 
 

 
 

 
「
係
る
確
定
申
告
書
」

 
 
「

 
 
確

定
申

告
書
 

連
結
確
定
申
告
書
」

 

「
そ
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
を
や
め
た
。
」

 

 
 

 

「
（
申
告
書
」

 
「
（
確
定
申
告
書
」

 
。

 

つ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
。
」

 
 に

、 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 



別記様式第二十八号 

 

 

受 付 印 

 法 人 の 設 立 等 報 告 書                

  （フリガナ） 

本店所在地 

 

  〒      電話  (  )    

年  月  日 

 

 （宛先） 

埼玉県   県税事務所長 

（フリガナ） 

法 人 名 

 
 

代
表
者 

（フリガナ） 

 
氏 名 

 

 

住 所 
〒 

電話  (  )    

法 人 番 号  

   法人を設立（転入・支店等を設置）したので下記のとおり報告します。 

設 立 年 月 日 年   月   日  

資本金又は

出資金の額 
円 資本金等の額 円 決算期  

事業の種類  

グループ通算制度の承認 
(いずれかを○で囲む。) 

有
無 

通算親法人の名称  
通算親法人の所在地  

本
県
内
の
支
店
等 

名    称 所     在     地 設置年月日 

  ・ ・ 

  ・ ・ 

  ・ ・ 

備 考  

 ○ 転入・支店等の設置の場合は、下記の欄にも記入してください（支店等の設置の場合は
※欄のみ）。 

転 入 年 月 日 （ 登 記 年 月 日 ） 年  月  日（    年  月  日） 

旧 本 店 の 所 在 地 
〒 

電話  (  )    

旧本店の状況（いずれかを○で囲む。） 存 続       廃 止（    年  月  日） 

※申告書の提出期限が既に
延長されている場合 

県 民 税 ：：の事業年度から 月間 事 業 税 ：：の事業年度から 月間 

 注意１ この報告書は、設立等により本県に新たに納税義務が発生した場合に、埼玉県税条
例第３１条の７第１項、第２項及び第４項に基づいて、設立等の日から１月以内に提
出するものです。 

   ２ 受託法人に係る報告書を提出する場合は、「法人名」欄には受託者（法人課税信託
の受託者が２以上ある場合は、主宰受託者）の名称又は氏名及び法人課税信託の名称
を記載してください。また、受託者が個人の場合は、「法人番号」欄には受託者の個
人番号を記載してください。 

   ３ 一の法人課税信託の受託者が２以上ある場合は、備考欄に主宰受託者以外の受託者
の名称及び代表者氏名又は氏名並びに事務所若しくは事業所所在地又は住所若しく
は居所を記載してください。 

 （添付書類）①定款・寄附行為・規約等の写し（受託法人に係る報告については、法人課税
信託の契約書の写しその他法人課税信託の効力の発生の事実を証明する書類） 
②登記事項証明書 ③他都道府県の事務所等の名称・所在地の一覧表 ④資本
金等の額が資本金の額又は出資金の額と異なる場合は、利益積立金額及び資本金
等の額の計算に関する明細書（法人税法施行規則別表五(一)）（当該明細書がな
い場合には、貸借対照表） ⑤グループ通算制度の承認を受けた法人については、
その事実を証明する書類 各１部 

 
 



別記様式第二十八号の二 

 
 

受 付 印 

  納 税 番 号 

 法 人 の 名 称 変 更 等 の 報 告 書    

  （フリガナ） 

本 店 所 在 地 

 

  〒         電話  (  )   

年  月  日 

 

 

 （宛先） 

 

 埼玉県   県税事務所長 

（フリガナ） 

法 人 名 

 
 

代 

表 

者 

（
清
算
人
） 

(フリガナ) 

氏 名 

 
 

住 所 
〒 

電話  (  )   

法 人 番 号  

下記のとおり      したので報告します。 

報  告  事  項 変  更  前 変  更  後 

本 店 所 在 地 〒 〒 

旧本店の状況（いずれかを○で囲む。）  存続   廃止（    年  月  日） 

法 人 名   

代 表 者 氏 名   

資 本 金 又 は 出 資 金 の 額 円 円 

資 本 金 等 の 額 円 円 

決 算 期   

事 業 の 種 類   

本 県 内 

の 支 店 等 

名 称   

所 在 地   

合 併 

の 場 合 

被 合 併 法 人 の 
本 店 所 在 地 

〒 
電話  (  )   

被 合 併 法 人 の 
法 人 名 

 

グ ル ー プ 

通 算 制 度 

適用の場合 

通 算 親 法 人 の 
本 店 所 在 地 

〒 
電話  (  )   

通 算 親 法 人 の 
法 人 名 

 

そ の 他 
（ ） 

  

事実が発生        
     （登記年月日）
した年月日        
               年   月   日（    年  月  日） 

備 考  

 注意１ この報告書は、先に報告した事項に変更があつた場合に、埼玉県税条例第３１条の
７第３項及び第３１条の８に基づいて、その事実が発生した日から１０日以内に提出
するものです。 

   ２ 受託法人に係る報告書を提出する場合は、「法人名」欄には受託者（法人課税信託
の受託者が２以上ある場合は、主宰受託者）の名称又は氏名及び法人課税信託の名称
を記載してください。また、受託者が個人の場合は、「法人番号」欄には受託者の個
人番号を記載してください。 

 （添付書類）①登記事項証明書又は議事録の写し ②資本金等の額の変更の場合は、利益積
立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書（法人税法施行規則別表五(一)）
（当該明細書がない場合には、貸借対照表） ③グループ通算制度の承認、承
認申請の却下及び承認の取消等を受けた法人については、これらの事実を証明
する書類 ④その他変更の内容を証明する書類 各１部 

 

 



 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 


